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はじめに
　現在，科学的根拠に基づき，国が胃がん検診として実施を推奨しているのは，胃Ｘ線検査と胃内視鏡
検査の 2 つである。胃内視鏡検査については，「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン（2014年
度版）」1）において，胃がん死亡率減少効果を示す相応の証拠があり，対策型検診として推奨する，と評
価され，2016年 2 月の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（以下，厚労省指針）」2）

の改正により，胃がん検診の検診項目に追加された。
　胃内視鏡検査は，日常診療や人間ドック，胃Ｘ線検診の精密検査などとして広く行われている検査手
技であるが，対策型検診（住民検診）としての導入にあたっては，検診実施体制や精度管理の標準化を
図る必要があり，「対策型検診のための胃内視鏡検診マニュアル」3）（以下，2017年版マニュアル）が策
定された。2017年版マニュアル3）は，厚労省指針2）や国立がん研究センターが策定する胃がん検診の
チェックリスト4）において，対策型胃内視鏡検診の実施体制や精度管理の規範として位置づけられて
きた。
　対策型胃内視鏡検診では，同時生検の取り扱いや検査結果のダブルチェックなど，日常診療やドック
などで行われている胃内視鏡検査とは異なる精度管理が求められている3）。一方，職域のがん検診につ
いては，厚労省は「職域におけるがん検診に関するマニュアル」5）を策定し，職域においても対策型検
診に準じた精度管理の重要性を謳っているものの，その認知度は低く，胃内視鏡検診の導入が進むなか
で，実施体制や精度管理の実態は十分には把握されていないのが現状である。
　そこで，厚生労働省 健康・生活衛生局 がん・疾病対策課（以下，厚労省がん疾病対策課），全国労
働衛生団体連合会（以下，全衛連），日本消化器がん検診学会（以下，本学会）は， 3 者が共同して，
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わが国の胃がん検診の実施ならびに精度管理における実態を把握し，問題点を抽出することにより，安
全な普及を図ることを目的にアンケート調査を実施した。アンケートは胃Ｘ線検診と胃内視鏡検診につ
いて調査した。全衛連が集計した全項目結果（胃がん検診に係る実態調査結果報告書（全項目）令和 6
年 4 月全国労働衛生団体連合会集計版；以下，全衛連集計版報告書）を別添資料として添付するので参
考にしていただきたい。本委員会報告は，特に胃内視鏡検診について全衛連集計版報告書をもとに一部
改変して報告する。

アンケート調査方法
　アンケート調査項目は，本学会胃がん検診精度管理委員会の胃がん検診に係る実態調査ワーキンググ
ループと全衛連との間で協議し策定した。アンケート調査票は，全衛連が把握する健康診断受託医療機
関3,960施設に2017年度～2021度を対象として，胃Ｘ線検診及び上部消化管内視鏡検診（以下，内視鏡
検査）の検査実績，施設・スタッフ・運用の現状に関する質問票を厚労省がん疾病対策課，全衛連，本
学会の 3 者連名で送付した。
　調査回答期間は令和 4 年11月14日～令和 4 年12月23日とし，調査票郵送又はメールによる有効回答は
1,017施設（25.7％）から得られた（表 1 ）。

表 1　アンケート調査対象と回答状況

結果集計方法
　得られたアンケート回答は全衛連が集計し，報告書を作成した（別添資料参照）。検査実績について
は検査方法別（胃Ｘ線検査・胃内視鏡検査）に集計したが，検診主体別（住民検診・職域検診）に分け
て実績データが記載されていない施設もあったために，これらの集計データは検査実績総数より少ない
値になっている。また，全衛連集計版報告書では，大都市圏と地方都市に分けて集計しているが，本委
員会報告では両者を足し合わせた集計値を示してあることに留意いただきたい。

アンケート調査結果
1　胃がん検診実施数の推移（2017年度から2021年度）
1）胃がん検診実施状況の推移
　アンケートに回答した1,017施設における2017年度から2021年度までの胃がん検診（胃Ｘ線検査およ
び胃内視鏡検査）の実績総数の推移を示す（図 1 ，表 2 ）。2017年度から2019年度までの胃がん検診の
受診者総数は概ね780万人台で推移していたが，2020年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響のため，
受診数7,029,833人で対2017年度比88.6％，対前年度比では10.6％減少した。2021年度の受診数7,463,940
人に回復したが，対2017年度比94.0％で新型コロナウイルス感染拡大前の実績には及ばなかった（表 2 ）。
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　検査法別にみると，胃Ｘ線検査は2017年度から漸減傾向にあり，新型コロナウイルス感染拡大の影響
があったとはいえ，2021年度の胃Ｘ線検査実績は対2017年度比で89.0％にまで低下している（図 1 ）。
一方，胃内視鏡検査は増加傾向にあり，新型コロナウイルス感染拡大の影響で2020年度には対2017年度
比で98.6％に減少したが，2021年度には対2017年度比で117.8％に増加した（図 1 ）。胃がん検診に占め
る胃内視鏡検査比率は年々増加傾向にあり，2017年度17.4％から2021年度は21.8％に上昇した（表 2 ）。

図 1　胃がん検診実績の推移
全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

表 2　胃がん検診実績の推移（人）

全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

2）住民胃がん検診実施状況の推移（2017年度から2021年度）　
　検診主体別（住民検診・職域検診）に分けて胃Ｘ線検査と胃内視鏡検査の実績データが記載されてい
ない施設は除外したために，これらの集計データは検査実績総数より少ない値になっていることに留意
いただきたい。
　2017年度から2021年度までの胃がん住民検診（胃Ｘ線検査および胃内視鏡検査）の実績総数の推移を
示す（図 2 ，表 3 ）。住民検診の受診者数は，新型コロナウイルス感染拡大前の2017年度から2019年度
にあっても漸減傾向にあり，2019年度には対2017年度比で89.0％に減少，新型コロナウイルス感染拡大
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の影響を受けた2020年度は対2017年度比で66.2％と大きく減少し，2021年度には受診者数の回復を見た
ものの，対2017年度比で77.1％の実績に留まった（表 3 ）。
　検査法別にみると，胃Ｘ線検査は2017年度から漸減傾向にあり，2019年度には対2017年度比で88.0％
に減少，新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた2020年度には対2017年度比で64.9％と大きく減少
し，2021年度には受診者数の回復を見たものの，対2017年度比で75.3％の実績に留まった（図 2 ）。一
方，胃内視鏡検査は漸増傾向にあり，新型コロナウイルス感染拡大の影響で2020年度には対2017年度比
で86.5％に減少したが，2021年度には対2017年度比で105.2％に増加した（図 2 ）。住民検診に占める胃
内視鏡検査比率は年々増加傾向にあり，2017年度5.9％から2021年度は8.1％に上昇した（表 3 ）。

図 2　住民胃がん検診実績の推移
全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

表 3　住民胃がん検診実績の推移（人）

3）職域胃がん検診実施状況の推移（2017年度から2021年度）　
　2017年度から2021年度までの胃がん職域検診（胃Ｘ線検査および胃内視鏡検査）の実績総数の推移を
示す（図 3 ，表 4 ）。胃がん職域検診の受診者数は概ね400万人台で推移しており，新型コロナウイルス
感染拡大の影響を受けた2020年度は受診数3,889,216人，対2017年度比93.4％に減少したが，住民検診に
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比べるとその影響は小さかった（表 4 ）。
　職域検診においても胃Ｘ線検査は2017年度から僅かに漸減傾向にあるが，住民検診に比べると減少幅
は小さく，2021年度の受診者数も対2017年度比で93.6％に留まった（図 3 ）。一方，胃内視鏡検査は増
加傾向にあり，新型コロナウイルス感染拡大の影響はあったものの，2021年度には対2017年度比で
130.1％に増加した（図 3 ）。職域検診に占める胃内視鏡検査比率は，住民検診に比べて大きく，2021年
度には19.8％に上昇していた（表 4 ）。

図 3　職域胃がん検診実績の推移
全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

表 4　職域胃がん検診実績の推移（人）

全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

2．胃内視鏡検診の実施体制と精度管理の状況
　アンケート回答施設1,017施設のうち，胃内視鏡検査を実施している988施設の実施体制と精度管理状
況を示す。全衛連集計版報告書（別添資料）では，施設種別（病院，病院附属検診センター，健診機
関，医院・クリニック）に集計しているが，本委員会報告では施設種別データを合算した集計値を
示す。
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1）胃内視鏡機器の管理について
　2017年版マニュアル3）では，胃内視鏡検査機器の洗浄・消毒は，自動洗浄消毒装置を用い，高水準消
毒剤を用いて検査間洗浄を行うことが推奨されている。
　今回の調査では，胃内視鏡検査を実施している988施設の82.7％が自動洗浄消毒器を所有しており，
そのうち86.8％が高水準消毒剤を使用し，機能水は8.8％，その他としてアルカリ水，オゾン水，強酸性
電解水などを使用していると回答した施設が4.4％あった（表 5 ）。アルカリ水，オゾン水，強酸性電解
水は機能水に含まれるので，機能水を使用している施設はもう少し増えるはずだが，二酸化塩素を使っ
た洗浄機器との分離ができなかったため，全衛連集計版報告書（別添資料）の数値をそのまま計上して
あることに留意していただきたい。また，検査間洗浄を実践している施設は84.2％あった（表 5 ）。し
かし，使用後の内視鏡装置を保管する専用保管庫を所有している施設は51.8％であり，多くの施設で内
視鏡機器の保管状態に問題を抱えている可能性が示唆された（表 5 ）。

表 5　胃内視鏡検査機器の洗浄・消毒・保管について

※ 1はいと回答のあった施設のみ集計，いいえ・無回答は含まない
※ 2その他と回答した施設はアルカリ水，オゾン水，強酸性電解水などを使用と回答

全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

2）胃内視鏡検査の前投薬について
　2017年版マニュアル3）では，対策型胃内視鏡検診の前投薬においては，呼吸抑制などの偶発症を勘案
して，鎮静剤・鎮痛剤は原則として使用禁止にしている。
　今回の調査で胃内視鏡検診を実施していると回答した988施設のうち，住民検診として胃内視鏡検査
を実施しているのが565施設（57.2％），職域検診として実施しているのが781施設（79.0％）であった

（重複あり）。これらのうち，胃内視鏡検診の前投薬として鎮静剤・鎮痛剤を使用している施設は，住民
検診で20.0％，職域検診で19.7％であり，両者に差異はなかった（表 6 ）。住民検診においても胃内視鏡
検査の前投薬に鎮静剤・鎮痛剤を使用している施設があり，2017年版マニュアル3）に準じた運用が行わ
れていない施設があることが示された。
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表 6　胃内視鏡検査時の鎮静剤・鎮痛剤の使用について

全衛連が集計した全項目報告書（添付資料）をもとに作成

3）同時生検について
　胃内視鏡検診では検査と同時に生検（同時生検）を実施することが認められており，生検および病理
組織検査は保険診療として診療報酬を請求できるとされている（平成15年 7 月30日厚生労働省保険局医
療課事務連絡）。対策型胃内視鏡検診では，同時生検は精密検査に該当し，同時生検受診者は精検受診
者として集計・報告することになっている3）。
　本調査で胃内視鏡検診を実施していると回答した988施設のうち，住民検診として実施しているのは
565施設（57.2％），職域検診として実施しているのは781施設（79.0％）であった（表 7 ）。このうち同
時生検を実施している施設は，住民検診では63.7％，職域でも61.2％で差異はなかった（表 7 ）。同時生
検実施率は，住民検診で10.6％，職域で7.2％であり，住民検診での実施率が高かったが，これは対象集
団の年齢構成などが影響している可能性がある（表 7 ）。
　同時生検実施施設のうち，同時生検受診者を精密検査受診者として集計している施設は住民検診で
57.2％，職域検診で51.3％であり（表 7 ），同時生検を精密検査として扱うこととされている住民検診で
も，約半数が精密検査受診者として扱っていない施設があることが示された。

表 7　胃内視鏡検診実施施設における同時生検について

全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに作成

4）偶発症対策について
　胃内視鏡検診における偶発症には，前投薬剤によるアナフィラキシーショックや鎮静剤・鎮痛剤使用
による呼吸抑制，内視鏡や生検による穿孔や出血など重篤なものがあり1），こうした偶発症に対応でき
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る体制の整備が求められている3）。
　本調査で胃内視鏡検診を実施していると回答した988施設について，表 8 に示すような偶発症対策を
行っていると回答した施設数をそれぞれ示す（表 8 ）。救急カートは80.2％の施設で準備しているが，
小規模な医院やクリニックなどでは救急カートまでは備えていないが，それに準じた薬剤などを準備し
ているところもあると考えられる。また，自施設で止血処置が行える，もしくは専門医療機関への連絡
体制を整備していると回答した施設は，それぞれ56.6％，57.3％で出血などへの対応が必ずしも十分に
整備されていない可能性も示唆された（表 8 ）。内視鏡スタッフへの研修を行っている施設も49.5％に
留まり，さらには，特別な対策は取っていないと回答した施設も僅かながらあり（表 8 ），偶発症対策
については多少課題が残る結果であった。

表 8　胃内視鏡検診実施988施設における偶発症対策について

※比率は回答施設数／胃内視鏡検査実施988施設として算出したため，全衛連集計版
報告書（別添資料）とは異なっていることに留意していただきたい

3．胃内視鏡検診の読影体制について
　対策型胃内視鏡検診では，検査を行った検査医以外の読影医が内視鏡画像や生検結果などをダブル
チェックすることが必須の要件である。2017年版マニュアル3）では，市区町村は読影委員会を設置し，
読影医が健診結果のダブルチェックを行い，胃内視鏡検診の最終判定を行うこととしている。ダブル
チェックで新たに胃がん疑いとなる所見が指摘された場合は，読影医は精密検査として要再検査の指示
を出すことになっている。一方，職域検診においても，厚生労働省の職域におけるがん検診に関するマ
ニュアル4）において，対策型検診と同様にダブルチェックの実施が求められているが，その実施や判定
方法は受託検査機関に一任されているのが実態である。
　本調査において住民検診として胃内視鏡検診を実施していると回答した565施設のうち，ダブルチェッ
クを実施していたのは485施設（85.8％）であり，住民検診であってもダブルチェックを行っていない
施設が15％ほど見られた（表 9 ）。一方，職域検診では，781施設中415施設（53.1％）がダブルチェッ
クを実施していると回答したが，約半数近くでダブルチェックが実施されていないことが示された

（表 9 ）。
　ダブルチェックの実施方法については，住民検診ではダブルチェックを実施している施設の73.6％が
施設内でダブルチェックを行っており，40.0％で外部委託していた（表 9 ）。一方，職域検診では，ダ
ブルチェックを実施している施設のうち施設内読影を行っている施設が84.3％，外部委託が僅か8.2％で
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あり（表 9 ），住民検診と異なり，外部委託までしてダブルチェックを実施している施設は極めて少な
いことが示された。

表 9　胃内視鏡検診実施施設におけるダブルチェックの実施状況について

※重複・未回答施設もある。全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに集計

4．症例検討会・研修会の実施
　国立がん研究センターが策定する胃がん検診の検診実施機関用チェックリスト5）では，検診機関のシ
ステムとしての精度管理として，自施設に撮影や読影精度向上のための検討会や委員会（自施設以外の
胃がん専門家を交えた会）の設置や自施設外（市町村や医師会等）が開催する検討胃がん検診は会や委
員会へ参加が求められている。
　本調査に回答した1,017施設のうち，自施設に検討会や委員会を設置していると回答したのは206施設

（20.3％），外部の検討会や委員会に参加していると回答した施設は452施設（44.4％）で，60％余りの施
設が検討会や委員会を通じて撮影や読影精度の向上に努めていた（表10）。

表10　撮影や読影精度向上のための検討会や委員会について

全衛連集計版報告書（別添資料）をもとに集計

まとめ
　本委員会報告は，厚労省がん疾病対策課，全衛連，本学会の 3 者が共同で実施した胃がん検診に係る
実態調査・結果報告書（令和 6 年 4 月全国労働衛生団体連合会集計版；添付資料参照）をもとに，主に
胃内視鏡検診の実施体制や精度管理について一部データを再集計して作成した。本調査結果により，胃
がん検診については，胃Ｘ線検診から胃内視鏡検診への置き換わりが進んでいるが，胃内視鏡検診の実
施体制や精度管理については未だ多くの課題があることが判明した。
　本学会では2024年 6 月に「対策型検診のための胃内視鏡検診マニュアル2024改訂第 2 版」6）を上梓し
たところである。対策型検診としての住民検診に限らず，職域検診においても，胃がん検診として胃内
視鏡検査を実施する際には，受診者の利益を最大限に，不利益を最小限にすることを第一に心がけ，改
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訂版マニュアル6）を参考に実施体制を整備し，適正な精度管理の実現に努めていただきたい。

謝辞
本アンケート調査にご協力いただいた御施設の皆様ならびに集計にあたった全御連方々に深謝いたしま
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胃がん検診実態調査について

1 ．調査の目的
　当調査は，平成28年 2 月（2016年）のがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針の改
正により，胃がん検診の検診項目に胃内視鏡検査が追加された。その実施における実態を把握し，
問題点を抽出することにより，安全な普及を図ることを目的に実施された。

2 ．調査方法
　健康診断を受託可能としている3,960施設に2017年度～2021度を対象として胃Ｘ線検診及び上部
消化管内視鏡検診（以下，内視鏡検査）の検査実績，施設・スタッフ・運用の現状についての質問
票を郵送した。
なお，調査回答期間は令和 4 年11月14日～令和 4 年12月23日とし，調査票郵送又はメールにより，
1,119施設より回答（28.3％）があり，有効回答数は1,017施設であった。

3 ．集計方法
　質問に対する回答可能範囲は施設により異なっているが，回答データを最大限に集計に反映する
ために，集計方法を 2 種類に分けた。

①　検査方法別（胃Ｘ線検査・胃内視鏡検査）の実績の推移を見るために，検査方法別の合計で集
計可能な対象を比較した。

②　検査方法別（胃Ｘ線検査・胃内視鏡検査），検診主体別（住民検診・職域検診），地域別（大都
市圏・地方都市）の推移を見るために，検査方法別，検診主体別に集計し，地域別の数値を比較
した。（検診主体別のデータが記載されていない施設データを算入しなかったために，①より数
は少ない。）

③　生活圏別の状況を比較するために，大都市圏と地方都市に分けて検診実績の動向を比較した。
（政令指定都市と東京都23区を「大都市圏」，それ以外を「地方都市」とした。人口比率は大都市
圏（37,515千人）と地方都市（87,585千人）（全年齢）となった。）
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調査項目
1 ．胃がん検診実施数の推移
 1.1 胃がん検診実施数の推移（集計①）
 1.2 胃がん検診実施数の推移　住民検診（集計②）
 1.3 50歳未満の内視鏡検査実績
 1.4 胃がん検診実施数の推移　職域検診（集計②）
2 ．内視鏡検査待ち日数
3 ．最大検診可能人数
4 ．装置の保有台数
5 ．画像の保存方法
6 ．専門医・専門技師の在籍状況
 6.1 胃Ｘ線検査画像読影医の在籍について
 6.2 日本消化器がん検診学会　総合認定医または認定医の在籍について
 6.3 日本消化器がん検診学会　認定胃がん検診専門技師の在籍について
 6.4 内視鏡検査担当医の在籍について
 6.5 内視鏡専門医の在籍について
 6.6 消化器内視鏡技師の在籍について
7 ．内視鏡の洗浄
 7.1 内視鏡の洗浄方法
 7.2 検査間の内視鏡洗浄
 7.3 内視鏡の洗浄剤
8 ．検査中に使用する薬剤
9 ．内視鏡検査と同時鉗子生検の実施状況
 9.1 内視鏡検査および同時鉗子生検の実施状況
 9.2 同時鉗子生検実施件数と実施率
 9.3 同時鉗子生検実施者の精密検査受診該当者としての集計
 9.4 同時鉗子生検実施者の精密検査受診該当者としての集計（検診主体別，施設形態別）
 9.5 要再検査判定者の精密検査該当者としての集計
10．内視鏡検診マニュアルの活用
 10.1 仕様書への明記
 10.2 読影の参考
11．内視鏡検査画像のダブルチェックの実施
 11.1 判定のダブルチェック状況の集計
 11.2 外部読影機関の医師の資格
12．内部検討会，委員会の設置について
 12.1 撮影・読影向上のための検討会や委員会の設置
 12.2 施設外検討会や委員会への参加
13．偶発症対策（救急カートの準備）
14．内視鏡検査の普及促進
15．参考資料
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1．胃がん検診実施数の推移（2017年度から2021年度）
1.1　胃がん検診実施数の推移（集計①）

図 1　胃がん検診実績の推移

表 1　胃がん検診実績推移（人）

表 2　胃がん検診実績　2017年度と2021年度の比較

　2017年度から2019年度まで，胃がん検診実績の推移は概ねフラットであったが，2020年度は新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響もあり受診数が前年度比で10.6％減少した。2021年度の受診数は前年比＋
6.2％と回復したが，2019年度の実績には5.1％及ばず，2017年から2021年の比較でも−6.0％となった。
　内視鏡検査の占める比率は2017年度17.4％から2021年度は21.8％と4.4％比率が上昇した。
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1.2　胃がん検診実施数の推移　住民検診（集計②）

表 3　住民検診・大都市圏の検診実績の推移

表 4　住民検診・大都市圏の検診実績　2017年度と2021年度の比較

表 5　住民検診・地方都市の検診実績の推移

表 6　住民検診・地方都市の検診実績　2017年度と2021年度の比較表

　生活圏別の動向を把握するために，大都市圏と地方都市の比較を行った。
　2017年度と2021年度のがん検診全体の実績の比較では，大都市圏：−25％，地方都市−21.1％とやや
大都市圏の減少が大きかった。2020年の状況を見ると新型コロナウイルス感染拡大の影響により大都市
圏−26.2％，地方都市−25.1％と共に大きな減少を見せている。また，2021年度の回復状況は共に16％
程度となり，新型コロナウイルス感染拡大の影響から回復しきれていないことが分かる。
　住民検診の新型コロナウイルス感染拡大以降の胃Ｘ線検査は，大都市圏：−26.2％，地方都市：−
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23.5％（2017年度と2021年度の比較）と減少が大きく，内視鏡検査の増加が大都市圏：+3.5％，地方都
市：+6.0％（2017年度と2021年度の比較）に留まり，全体としては減少となった。

1.3　50歳未満の内視鏡検査実績（住民検診）

表 7　住民検診　内視鏡検査　50歳未満の受診者の動向

　内視鏡検診の受診については，50歳以上・隔年受診が推奨されており，指導もされていることから，
内視鏡検診に占める50歳未満の受診者は，2017年の12.0％から，2021年9.3％まで減少している。比率は
低下しているが，総受診者数が増加しているため，実際の受診者数は増加している。

1.4　胃がん検診実施数の推移　職域検診（集計②）　　

表 8　職域検診の推移・大都市圏の検診実績の推移

表 9　職域検診・大都市圏の検診実績　2017年度と2021年度の比較
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表10　職域検診の推移・地方都市の検診実績の推移

表11　職域検診・地方都市の検診実績　2017年度と2021年度の比較

　職域検診においても生活圏別の動向の比較を行った。
　2017年度と2021年度のがん検診全体の実績の比較では，大都市圏：−1.8％，地方都市：−0.2％とほ
とんど変動が無かった。2020年の状況を見ると新型コロナウイルス感染拡大の影響により大都市圏：
−7.7％，地方都市：−5.4％と低下したが，2021年度は，大都市圏：+5.8％，地方都市：＋3.7とほぼ回
復した。
　両地域ともに胃Ｘ線検診の実績の推移は大都市圏：−6.1％，地方都市：−4.1％と比較的小さく。ま
た，内視鏡検診が大都市圏：+27.6％，地方都市：+18.1％と増加したことが，全体の検診実績の維持に
貢献していると考えられる。
　内視鏡の普及比率は地方都市が高く，これは住民検診と同様であった。

2．内視鏡検査受診待ち日数　

図 2　内視鏡検査受診待ち日数

　住民検診は66.5％が60日以内，職域検診は61.4％が60日以内に受診することができる。
　検診主体別の検査待ち日数には大きな差異はなかった。



863

Journal of Gastrointestinal Cancer Screening

Vol.62（6）, Nov. 2024 ■委員会報告■　胃がん検診に係る実態調査報告

3．最大検診可能人数（人/日）

図 3　最大検診可能人数（人/日）

　胃Ｘ線検査においては，検査可能人数一日10人以下が46.0％，内視鏡については44.5％と大きな差は
ないが，11人以上検査が可能な施設から差が発生し，40人以上検査ができる施設は，胃Ｘ線検査が
21.7％，内視鏡検査は11.9％と倍近い差が発生している。
　単日の検査可能数（施設内）を見ると，内視鏡検査は胃Ｘ線検査の60％程度である。さらに，胃Ｘ線
検査は，施設検診と同等のキャパシティーを有している巡回検診があり，全体の検査能力としては，内
視鏡検査の 4 倍弱の検査能力があるという結果となった。

4．装置の保有台数

表12　検査装置を保有している施設数

図 4　検査装置保有台数
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　装置の保有台数について，胃Ｘ線検査装置は 2 台以下が83.3％を占めているが，内視鏡装置は67.5％
となっている。平均保有台数は，胃Ｘ線装置は1.8台，内視鏡装置は2.5台であった。
　なお，内視鏡装置は「光源・プロセッサ」の台数を集計しているのでご承知おきいただきたい。

図 5　内視鏡保有台数

　通常内視鏡と経鼻内視鏡の保有状況の比較である。
　内視鏡の平均保有本数について通常内視鏡は7.8本，経鼻内視鏡は3.9本であった。
　経鼻内視鏡は半数強の58.0％の施設が保有本数 3 本以内であった。

5．画像の保存方法

表13　画像の保存方法

6．専門医・専門技師の在籍状況
6.1　胃Ｘ線検査画像読影医の在籍について

表14　胃Ｘ線検査画像読影医の在籍
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図 6　Ｘ線検査読影医在籍・常勤 図 7　胃Ｘ線検査読影医在籍・非常勤

　胃X検査画像の常勤読影医の在籍は 1 ～ 2 名が57.5％と大勢を占めた。非常勤医の在籍， 1 ～ 2 名は
35.9％と常勤医と比較すると，やや少ないという結果になった。

6.2　日本消化器がん検診学会　総合認定医または認定医の在籍について

表15　総合認定医または認定医の在籍

　胃Ｘ線検査精度管理調査の参加施設の総合認定医・認定医の在籍率は70.5％であった。

図 8　がん検診学会　総合認定医
認定医在籍・常勤

図 9　がん検診学会　総合認定医
認定医在籍・非常勤

6.3　日本消化器がん検診学会　認定胃がん検診専門技師の在籍について

表16　認定胃がん検診専門技師の在籍
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　胃Ｘ線検査精度管理調査に参加する施設の専門技師の在籍率は90.5％であった。

図10　胃がん検診専門技師在籍・常勤 図11　胃がん検診専門技師在籍・非常勤

6.4　内視鏡検査担当医の在籍について

表17　内視鏡検査担当医の在籍

　約80％施設に担当医が常勤として勤務している。

図12　内視鏡検査担当医在籍・常勤 図13　内視鏡検査担当医在籍・非常勤

6.5　内視鏡専門医の在籍について

表18　内視鏡専門医の在籍
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図14　内視鏡検査専門医在籍・常勤 図15　内視鏡検査専門医在籍・非常勤

6.6　消化器内視鏡技師の在籍について

表19　消化器内視鏡技師の在籍

図16　消化管内視鏡技師在籍・常勤 図17　消化管内視鏡技師在籍・非常勤

7．内視鏡洗浄
7.1　内視鏡の洗浄方法

表20　自動洗浄装置と専用保管庫

　ほとんどの施設が自動洗浄装置を有し，専用保管庫に保存している。
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7.2　検査間の内視鏡洗浄
表21　検査間の内視鏡洗浄

　ほとんどの施設が検査の間に内視鏡洗浄を実施している。

7.3　内視鏡の洗浄剤

表22　洗浄剤

　その他と回答した施設は，アルカリ水，オゾン水，強酸性電解水などを使用している。

8．検査中に使用する薬剤

表23　使用薬剤

9．内視鏡検査の実施状況
9.1　内視鏡検診および同時鉗子生検を実施していますか

*内視鏡検査実施施設に占める鉗子生検実施施設割合
（鉗子生検実施施設は，2021年度に検査実績があると報告した施設を対象とした。）

表24　内視内視鏡検査および鉗子生検の実施状況

　同一の施設が「住民検診」および「職域検診」を受託している場合は，両者に回答している。
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9.2　同時鉗子生検の実施件数と実施率
表25　同時鉗子生検の施設当たりの年間平均実施数と実施率

　同時鉗子生検の実施率は住民検診10.6％，職域検診7.2％であった。

9.3　同時鉗子生検実施者の精密検査受診者としての集計状況
表26　同時鉗子生検実施者の精密検査受診者としての集計の有無

　同時鉗子生検実施者が精密検査受診者として集計されていたのは，住民検診で約57％に留まった。

9.4　検診主体別・施設運営形態別，項目9.3の集計

表27　住民検診における同時生検受診者の要精検者集計の状況

　生検対象者を要精検者として登録した施設の比率として，病院附属健診センターが低く，医院・クリ
ニック，健診機関が高かった。

表28　職域検診における同時生検受診者の要精検者集計の状況
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　生検対象者を要精検者として登録した施設の比率の傾向は住民検診と同様であった。
注：運営形態別調査参加施設の内訳（％は総回答数に対する比率）

①　調査に参加した施設のうち，内視鏡を実施しているとした施設
②　①のうち，内視鏡検査を実施していると報告した施設。
③　②のうち，同時生検を実施しているとした施設
④　③のうち，生検対象者を要精検者として計数している施設

9.5　要再検査判定者の精密検査該当者としての集計

表29　要再検査者の精密検査該当者としての集計の有無

　30％近い施設が，要再検査該当者を精密検査の該当者として集計していなかった。

10．内視鏡検診マニュアルの活用
10.1　仕様書への明記

表30　内視鏡検査の機器や検査医等の条件は，日本消化器がん検診学会に
よる胃内視鏡検診マニュアルを参考にし，仕様書に明記しているか

10.2　読影におけるマニュアルの活用

表31　内視鏡画像の読影に当たっては，日本消化器がん検診学会に
よる胃内視鏡検診マニュアル（※ 1）を参考に行っているか

　マニュアルの普及度について，仕様書記載は自治体・職域検診共に65％前後，読影については自治体
が約80％，職域検診が約72％であった。
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11．内視鏡検査画像のダブルチェックの実施
11.1　ダブルチェックの検診主体別・施設運営形態別実施状況

表32　住民検診におけるダブルチェック実施状況の施設運営形態別詳細

　対策型検診のための胃内視鏡検診マニュアルにおいては，ダブルチェックの実施が住民検診の受託要
件としているが，約15％がダブルチェックを実施していないと回答した。

表33　職域検診におけるダブルチェック実施状況の施設運営形態別詳細

　胃内視鏡検診マニュアルにおいては，ダブルチェックの実施が住民検診の受託要件としているが，
38％がダブルチェックを実施していないと回答した。
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11.2　外部読影機関の医師の資格
　外部の読影委員会のメンバーは，日本消化器がん検診学会　認定医は総合認定医，日本消化器内視鏡
学会専門医のいずれかの資格を取得しているか

表34　外部読影機関の医師の資格

12．内部の検討会，研修会の設置について
12.1　検討会・委員会の設置
　撮影や読影向上のための検討会や委員会（自施設以外の胃がん専門家を交えた会）を設置しているか

表35　検討会・委員会の設置

12.2　施設外検討会・委員会への参加
　自施設外（市町村や医師会等）が開催する検討会や委員会へ参加しているか

表36　外部検討会・委員会への参加

　高い専門性の維持のためには，検討会や研修会に参加し新しい情報を得ることも必要と考えられる。

13．偶発症対策（救急カートの準備）

表37　偶発症対策

⃝　救急カートおよびそれに準ずる緊急対応セットの準備率は90％となった。
⃝　事故等に迅速に，適切に対応するため，医療施設であっても救急カート及びそれに準ずる緊急対応

セットが内視鏡検査室に常備されることが必要である。
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14．内視鏡検診の普及促進

表38　内視鏡検査を増やすための条件

図18　内視鏡検診を増やすための要素

⃝　医師とスタッフの不足が主たる要因となっている。
⃝　検査数の増加について，「現状の努力と何らかの改善措置があれば可能」の機関は43.1％
⃝　検査数の増加について，「何の条件もなく増やすことは可能」とした回答48施設の内，病院が45施

設であった
⃝　45施設のうち，住民検診を実施しているのは27施設（60.0％），職域検診を実施しているのは32施

設（71.1％）であったが，2021年の実施実績をみると，住民検診が1,892件に対して職域検診が
28,196件と15倍近い差が有り，無条件に増加が可能である施設の中心は職域検診と推測することが
できる。

▪　フリーコメント（一部の例）
⃝　内視鏡の需要は年々高まっており，予約が取りにくい状況。

件数を増やすには，検査料金の増額が必須と考えます。
住民検診の場合，Ｘ線検査との差額は，2,950円，Ｘ線：技師 1 名で20件検査可能
内視鏡：医師 1 名，看護師 3 名で12件しか検査できない
人件費の負担が大きすぎ，採算は見込めません。

⃝　胃内視鏡検査に限ったことではありませんが，繁忙期と閑散期を無くし，通年でお客様にいらして
いただけるようになれば医師やスタッフを増員して受け入れを整えることが可能になるかと思われ



874

日本消化器がん検診学会雑誌

Vol.62（6）, Nov. 2024■委員会報告■　胃がん検診に係る実態調査報告

ます。健保・自治体の検診期間が決まっているとそれ以外では受け入れが出来なくなります。余剰
スタッフを抱える余裕はありませんので，繁忙期には対応に苦慮することになっております。

⃝　住民検診は，「50歳以上， 2 年に 1 回」が検査対象だが，協会けんぽや他の職域検診は，この条件
がないため必要性が低い者も毎年受診しているという状況もある。

⃝　設備・スタッフ数の増員等は考えていないが，苦痛の少ない経鼻での対応，鎮静剤を使用して検査
を行うなど，つらい思いをせずに検診を受けていただけるように体制をより整え受診者数増を図る
予定

⃝　協会けんぽを始め，人間ドックや市町村胃がん検診なども受けております。
枠としては曜日により内視鏡医の体制が違うため， 2 人体制の日を多くすれば件数も増加されま
す。また，鎮静は受診者の希望に沿って行っておりますので，鎮静が多くなればリカバリースペー
スの拡張も必要になってまいります。

⃝　当院を含め，医師会に所属していないクリニックは，医師会にダブルチェックをお願いできないた
め検診内視鏡を行うことができない。もし，医師会に所属していないが，別の方法でダブルチェッ
クをやることができて検診をできるのであれば健診内視鏡を実施したい。
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15．参考資料
参考資料 1　業態別アンケート資料発送・返信・回答率について

参考資料 2　地域別回答状況について
⃝　回答率が高かったのは，山形県（57.6％），次いで石川県（48.9％），富山県（46.9％）であった。

回答率が低かったのは，島根県（17.0％），次いで埼玉県（17.9％），徳島県（19.6％）であった。
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